別紙１
中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業復興事業計画書

1-1　グループの概要
(1)グループの名称
	グループの名称
	



(2)グループの類型
	グループの類型
	以下の類型からいずれかを選択

　□サプライチェーン型
　　（当該中小企業等グループの復旧・復興がサプライチェーンにおいて重要な役割を果たしていること）
　□経済・雇用効果大型
　　（事業規模や雇用規模が大きく、県内経済・雇用への貢献度が高いこと）
　□基幹産業型
　　（一定の地域において経済的・社会的に基幹となる産業群を担う集団であり，当該地域における復興・雇用維持に不可欠であること）
　□商店街型
　　（地域住民の生活利便や消費者の買い物の際の利便を向上させ、地域の人々の交流を促進する社会的機能を有するものであること、など）
　□コミュニティ再生型
　　（住民が帰還するに当たり、住民の生活に不可欠な生活環境の整備や、地域に密着した雇用機会の提供に不可欠であること）



(3)グループの特徴
	グループの概要
	

	県内地域で果たしている
役割や重要性
	



1-2　グループの各構成員について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１／１）
(1)グループの構成
	No.
	事業者名等
	主たる所在地
(市町村)
	資本金
(百万円)
	従業員数
(人)
	事業者区分
	直近１期の
売上高
(百万円)
	事業概要
	グループに
おける役割
	事業希望の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	補助金
	高度化
貸付

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	－
	
	
	－
	
	－
	－
	
	


※ 主たる所在地には、県内の主たる事業所、工場等がある市町村名を記入すること。県内に無い場合には、本社のある県名・市町村名を記入すること。
※ 事業者区分には，「中小企業者」「大企業」「事業協同組合等の組合」「商店街」「その他」のいずれかを記入すること。
※ 資本金及び従業員数は，平成２３年３月１日現在の金額及び人数を記入すること。なお，従業員数は，常用雇用労働者数を記入すること。
※ グループにおける役割については、他のグループ構成員との取引関係又は協力関係を記載すること。
　　なお、必要に応じてグループ全体の役割分担を明らかにした構成図等（様式任意）を添付することができる。
※ 欄が足りない場合は追加するか、または別葉とすること。別葉とする場合は通し番号を振ること。
※ 暴力団又は暴力団員等は構成員となることはできません。


(2)グループ構成の内訳
	グループにおける
県内中小企業の役割等
	




	
	参画数
（社、団体）
	従業員数
（人）
	売上高
（百万円）

	グループにおける県内中小企業の内訳
	社・団体
	人
	百万円

	グループにおける県内中小企業の割合（％）
（県内中小企業／グループ全体）
	％
	％
	％



※県内中小企業とは、福島県内に事業所、工場等を有する者をいう。



2-1　東日本大震災による被害状況（グループ全体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１／１）
(1)共同施設・設備
	施設等の名称
	所在地
(市町村)
	【施設】の被害の状況
	【設備】の被害の状況
	グループ機能へ
与えた影響

	
	
	被害の概要
	被害額(円)
	被害の概要
	被害額(円)
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	被害額(合計)
	－
	－
	
	－
	
	－


※被害の概要は、全壊、流出、半壊、一部損壊、修繕不可、修繕可能、警戒区域等使用不可のいずれかを記載すること。
※被害額は、同程度の機能・性能を有する施設・設備を新たに取得する場合等の概算額を記載すること。
※被害があったすべての共同施設・設備について記載すること（欄が足りない場合は追加すること）。

(2)構成員ごとの個別施設・設備
	No.
	事業者名等
	【施設】の被害の状況
	【設備】の被害の状況
	グループ機能へ
与えた影響
	売上の
低下割合(％)

	
	
	被害の概要
	被害額(円)
	被害の概要
	被害額(円)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	被害額(合計)
	－
	
	－
	
	－
	－


※№欄は，1-2(1)で記載の事業者名等の№と一致させること。
※被害額は、同程度の機能・性能を有する施設・設備を新たに取得する場合等の概算額を記載すること。
※被害があったすべての構成員の個別施設・設備ごとに記入すること（欄が足りない場合は追加するか、別葉とすること。別葉とする場合は通し番号をふること。）
※売上の低下割合は、次式により算出すること。　（売上の低下割合）＝１００－（直近１ヶ月の売上）÷（震災前同期の売上）×１００

(3)その他の被害状況
	○その他の被害状況

	

	○グループ全体の被害による他産業・他地域への影響等

	





3-1　復興事業の内容（グループ全体）
	背景及び目的
	

	復興事業の内容(※)
	

	実施スケジュール
	

	実施体制
	

	必要性・緊急性
	


※グループとして共同して行う復興事業の内容を具体的に記載してください。
　（同復興事業の実施により期待される効果は、3-3「復興事業の実施による効果等（地域への波及効果等）」欄に記載してください。


3-2　グループとして共同して行う復興事業への各グループ構成員の参画内容について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１／１）

	No.
	事業者名等
	グループとして共同して行う復興事業への各グループ構成員の参画内容(※)

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	

	6
	
	

	7
	
	

	8
	
	

	9
	
	

	10
	
	


※ グループ構成員毎に、3-1で記載したグループとして共同して行う復興事業への参画内容について、具体的に記載してください。
※ 欄が足りない場合は追加するか、または別葉とすること。別葉とする場合は通し番号を振ること。



3-3　復興事業の実施による効果等（地域への波及効果等）
※　1-1(2)で選択した類型に関する項目について記載（該当する項目のみ記載。欄に収まらない場合は枠を広げるか別紙としてください）

	①サプライチェーン型

	重要性
	○サプライチェーンにおけるグループの役割

	
	

	
	○グループがサプライチェーンの中で提供している特別な製品、技術、サービス内容

	
	



	②経済・雇用効果大型

	県内貢献度
	○県内への経済波及効果や雇用への貢献度

	
	



	③基幹産業型

	集積度
	○地域におけるグループの存在意義、必要性、役割、集積度合い等

	
	

	地域貢献度
	○グループの規模(企業数、売上、雇用者数等)

	
	

	対象となる
一定の地域
	○グループが担う産業の規模(地域範囲等)

	
	



	④商店街型

	社会的機能性
	

	商業機能性
	

	商業集積度
	



	⑤コミュニティ再生型

	地域貢献度
(住民帰還・雇用)
	






4-1　施設・設備の復旧整備並びに商業機能の復旧促進及び賑わい創出のための事業の内容（グループ全体）　　　　　　　　　　　　　　（１／１）
(1)共同施設・設備
	施設・設備の名称
	復旧整備等
の内容
	実施
スケジュール
	必要性
緊急性
	事業費計
(円)
	内訳(単位：円)

	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	


※被害のあった共同施設・設備のうち、本事業により、復旧整備を行う構成員についてのみ、構成員ごとにまとめて記入すること。
※本事業により、商業機能の復旧促進のために共同施設・設備を新設する構成員についてのみ、構成員ごとにまとめて記入すること。
※欄が足りない場合は追加するか、または別葉とすること。別葉とする場合は通し番号を振ること。
※事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。

(2)各構成員の施設・設備
	No.
	事業者名等
	復旧整備等
の内容
	実施
スケジュール
	必要性
緊急性
	事業費計
(円)
	内訳(単位：円)

	
	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	合計
	
	
	
	


※№欄には，1-2で記載した事業者名等の№と同じ番号を記載すること。
※被害のあった構成員のうち、本事業により、復旧整備を行う構成員についてのみ、構成員ごとにまとめて記入すること。
※欄が足りない場合は追加するか、または別葉とすること。別葉とする場合は通し番号を振ること。
※事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。


(3)賑わい創出のための事業
	事業費
	事業費
の内容
	実施
スケジュール
	必要性
緊急性
	事業費計
(円)
	内訳(単位：円)

	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	


※本事業により、賑わい創出のための事業を行う構成員についてのみ、構成員ごとにまとめて記入すること。
※欄が足りない場合は追加するか、または別葉とすること。別葉とする場合は通し番号を振ること。
※事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。


